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１．私たちを取り巻く環境１．私たちを取り巻く環境

日本国の日本国の19901990年のＣＯ年のＣＯ22排出量は排出量は11.43 [11.43 [億トン億トン]]

（（20202020年度に年度に19901990年度比で年度比で25%25%削減）削減）

19901990年度から年度から2 85 [2 85 [億トン億トン]]の削減が必要の削減が必要19901990年度から年度から2.85 [2.85 [億トン億トン]]の削減が必要の削減が必要
（（※※FY2007FY2007はは13.00 [13.00 [億トン億トン]]と増加、と増加、FY2008FY2008は速報値では速報値で12.16[12.16[億トン億トン]]））

出典：日本国温室効果ガスインベントリ報告書(NIR) 

東京都の東京都の19901990年のＣＯ２排出量は年のＣＯ２排出量は5,338 [5,338 [万トン万トン] = 0.5 [] = 0.5 [億トン億トン]]

改正条例の目標削減量は改正条例の目標削減量は改正条例の目標削減量は改正条例の目標削減量は
1,012 [1,012 [万トン万トン] = 0.1 [] = 0.1 [億トン億トン]]

東京都は日本国の東京都は日本国の
３．５％の削減量が必要３．５％の削減量が必要
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３．５％の削減量が必要３．５％の削減量が必要

出典：東京都環境確保条例の説明会資料



データセンターは「悪」ではないデータセンターは「悪」ではない

オフィスでは、夜間や休日など室内に人がいない時でも、室内のサーバの冷却のため、空調

◆◆サーバーを集約して効率よく冷却できる施設サーバーを集約して効率よく冷却できる施設

オフィスでは、夜間や休日など室内に人がいない時でも、室内のサ バの冷却のため、空調
を行っているところがあります。

このため、夜間や休日には、効率が悪い低稼働率領域で空調機器を運転しています。

オフィスでは、室内全体を冷やすため、送風経路が長くなる、窓からの日射など建物外から外
侵入する熱が大きい、室内で冷風がサーバに届く前にサーバの排気熱と混ざってしまうなど
の問題があります。

サーバを収容する専用の建物であるデータセンターは、こうした問題を解決して設計されて
おり 最も少ない ネルギ でサ バを稼働できる施設ですおり、最も少ないエネルギーでサーバを稼働できる施設です。

サーバをデータセンターに
移すことで 効率が悪い

データセンターでは最大
効率での空調運転により移すことで、効率が悪い

夜間・休日の空調運転を
減らすことができます。

効率での空調運転により
最小のエネルギーでサー
バを稼働できます。

Copyright(C) 2009 IDC Frontier Inc. All rights reserved.
出典：東京大学



サーバー集約によるエネルギー効率化サーバー集約によるエネルギー効率化

旧式の設備で空調効率の悪いオフィスからサーバを、最新の空調設備・電源設備旧式の設備で空調効率の悪いオフィスからサーバを、最新の空調設備・電源設備
を備えたデータセンターに移設することで、空調や電源による電力消費を大幅に削を備えたデータセンターに移設することで、空調や電源による電力消費を大幅に削
減することができます。減することができます。

１５％削減１５％削減

出典：NTTビズリンクHP
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http://www.nttbiz.com/eco_act/housing.html



仮想化技術によるエネルギー効率化仮想化技術によるエネルギー効率化

オフィスにあるサーバを、データセンターに集約することで、例えば仮想化サーオフィスにあるサーバを、データセンターに集約することで、例えば仮想化サー
バの利用などにより、これまで個々の企業が個別に所有していた、サーバのバの利用などにより、これまで個々の企業が個別に所有していた、サーバの
共同利用を推進することができます。共同利用を推進することができます。

サーバの共同利用により、大幅な電力削減が期待できます。サーバの共同利用により、大幅な電力削減が期待できます。

データセンターへのサーバ移設とデータセンターへのサーバ移設と
仮想化による集約と共同利用仮想化による集約と共同利用

排出量１００ 排出量６０ ４０％削減４０％削減

消費電力
40kVA

サーバＡ

仮想化による集約と共同利用仮想化による集約と共同利用

仮想化
24kVA

サーバＢ

サ バＡ

統合前 統合後サーバＣ

サーバＡ

サーバＢ

サーバＣ
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統合前 統合後

出典：総務省「情報通信分野におけるエコロジー対応に関する研究会」
報告書の公表資料より、参考資料p44 日本電信電話（株）資料



２．東京都２．東京都 環境確保条例の改正環境確保条例の改正

都民の健康と安全を確保する環境に関する条例都民の健康と安全を確保する環境に関する条例((正式名称）正式名称）

平成２０年６月に改正平成２０年６月に改正

（大規模事業所）（大規模事業所） 総量削減義務と排出量取引制度総量削減義務と排出量取引制度

（中小規模事業所）（中小規模事業所） 地球温暖化対策報告書制度地球温暖化対策報告書制度

報告義務報告義務 COCO22削減義務削減義務

◆◆他の都道府県の動向（地球温暖化報告制度導入済）他の都道府県の動向（地球温暖化報告制度導入済）

北海道北海道 岩手県岩手県 茨城県茨城県 栃木県栃木県 埼玉県埼玉県 東京都東京都 石川県石川県 山梨県山梨県 長野県長野県 静岡県静岡県 愛知県愛知県

三重県三重県 滋賀県滋賀県 京都府京都府 大阪府大阪府 兵庫県兵庫県 和歌山県和歌山県 鳥取県鳥取県 広島県広島県 徳島県徳島県 香川県香川県 宮崎県宮崎県
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三重県三重県 滋賀県滋賀県 京都府京都府 大阪府大阪府 兵庫県兵庫県 和歌山県和歌山県 鳥取県鳥取県 広島県広島県 徳島県徳島県 香川県香川県 宮崎県宮崎県

札幌市札幌市 横浜市横浜市 名古屋市名古屋市 京都市京都市 広島市広島市



改正環境確保条例のポイント改正環境確保条例のポイント

東京都で東京都で
前年度のエネルギー前年度のエネルギー

３か年連続して３か年連続して
エネルギー使用量エネルギー使用量

第一計画期間：第一計画期間：
２０１０～２０１４年度２０１０～２０１４年度

対象事業所 削減義務 削減計画期間

前年度のエネルギ前年度のエネルギ
使用量が原油換算使用量が原油換算
で１で１,,５００ｋｌ以上５００ｋｌ以上

エネルギ 使用量エネルギ 使用量
が原油換算でが原油換算で
１１,,５００ｋｌ以上５００ｋｌ以上

２０１０～２０１４年度２０１０～２０１４年度
第二計画期間：第二計画期間：

２０１５～２０１９年度２０１５～２０１９年度

特定地球温暖化対策事務所 以後 5年度ごとの年度ビルオーナーが削減義務

トップレベル事業所：トップレベル事業所：
削減義務率を削減義務率を1/21/2にに

トップレベル事業所

特定地球温暖化対策事務所

基準排出量

第一計画期間は第一計画期間は
基準年度（基準年度（20002000年度）年度）

削減義務率

以後、5年度ごとの年度

原則として原則として
20022002 20072007年度の年度の

ビルオ ナ が削減義務

削減義務率を削減義務率を1/21/2にに
準トップレベル事業所：準トップレベル事業所：

削減義務率を削減義務率を3/43/4にに

基準年度（基準年度（20002000年度）年度）
と比べ８％または６％と比べ８％または６％
を削減義務率と設定を削減義務率と設定

20022002～～20072007年度の年度の
中でいずれか連続した中でいずれか連続した
３か年の平均値を使用３か年の平均値を使用

が

ビルオーナーへの協力ビルオーナーへの協力 自ら削減できない分自ら削減できない分

テナント事業者 削減義務の履行

変更（増減）の考え方もあり データセンターは８％ 知事が最終的に判断

義務不足量の義務不足量の1.31.3倍倍

罰則規定

協力協力
義務に加え、特定テナ義務に加え、特定テナ
ント等事業所は対策計ント等事業所は対策計
画書の提出義務あり画書の提出義務あり

自 削減 分自 削減 分
は「排出量取引」のは「排出量取引」の
仕組みを活用して仕組みを活用して
削減を実施削減を実施

を削減措置命令を削減措置命令
（命令違反の場合）（命令違反の場合）

違反事実の公表／違反事実の公表／
知事が費用請求知事が費用請求延床5000㎡以上 or

Copyright(C) 2009 IDC Frontier Inc. All rights reserved.

排出量クレジット制度

知事が費用請求知事が費用請求延床5000㎡以上 or
年間600万kWh以上使用



３．データセンタ業界への影響３．データセンタ業界への影響

データセンター市場は２０１３年度まで年平均５ ６％成長データセンター市場は２０１３年度まで年平均５ ６％成長デ タセンタ 市場は２０１３年度まで年平均５．６％成長デ タセンタ 市場は２０１３年度まで年平均５．６％成長

データセンターの消費電力は２０１３年度まで年平均１０．０％成長データセンターの消費電力は２０１３年度まで年平均１０．０％成長

Copyright(C) 2009 IDC Frontier Inc. All rights reserved.
出典：ミック経済研究所
（2009年8月7日発表）



排出量取引のシミュレーション排出量取引のシミュレーション

◆◆FYFY２００２に５２００２に５,,００００００[t][t]で毎年１０％ずつ電力使用量が増加するで毎年１０％ずつ電力使用量が増加するDCDCの場合の場合

モデルケース（毎年10%ずつ電気使用量が増加）

30,000
第一計画期間の

超過排出量

31 658 （t）

第二計画期間の
超過排出量

74 910 （t）

FY2010-FY2019の
超過排出量 合計

106 568 （t）

20,000

25,000

算
（
t）

31,658 （t） 74,910 （t）106,568 （t）
（1tあたり15,000円とすると）
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基準排出量 算出対象期間 補正期間 第一計画期間 第二計画期間



４．日本データセンター協会の活動４．日本データセンター協会の活動

名称名称 特定非営利活動法人特定非営利活動法人 日本デ タセンタ 協会日本デ タセンタ 協会名称：名称： 特定非営利活動法人特定非営利活動法人 日本データセンター協会日本データセンター協会
Japan Data Center Council (JDCC)Japan Data Center Council (JDCC)

設立設立 ：： 20082008年年1212月月 44日日

（（NPONPO法人認定は法人認定は20092009年年44月月1010日）日）

理事長：理事長： 白川白川 功功((兵庫県立大学教授、大阪大学名誉教授兵庫県立大学教授、大阪大学名誉教授))

活動目的：活動目的：

ITIT立国の基盤を支えるデータセンターのあるべき姿を追求する立国の基盤を支えるデータセンターのあるべき姿を追求する

Copyright・ Japan Data Center Council （JDCC） ｜11



ＪＤＣＣの会員（２００９年ＪＤＣＣの会員（２００９年11０月現在）０月現在）

正会員（正会員（6868社）社）
アイ・ティ・フロンティアアイ・ティ・フロンティア
IDCIDCフロンティアフロンティア

KVHKVH
サードウェーブサードウェーブ

野村ビルマネジメント野村ビルマネジメント
BSNBSNアイネットアイネット

賛助会員（賛助会員（1616社）社）
iDC4iDC4
大阪エクセレント・アイ・大阪エクセレント・アイ・

アイネットアイネット
アイビーシーアイビーシー
朝日工業社朝日工業社
アット東京アット東京
EE CC RR

さくらインターネットさくらインターネット
三技協三技協
三機工業三機工業
JMFJMF
新日鉄ソリ シ ンズ新日鉄ソリ シ ンズ

日立製作所日立製作所
日立プラントテクノロジー日立プラントテクノロジー
BBIXBBIX
ビットアイルビットアイル
ピ トクルピ トクル

ディ・シーディ・シー
音羽電機工業音羽電機工業
川重商事川重商事
共立継器共立継器
協和 クシオ協和 クシオEE・・CC・・RR

インターネットイニシアティブインターネットイニシアティブ
インテックインテック
インフォリクスマネージインフォリクスマネージ
エーティーワークスエーティーワークス

新日鉄ソリューションズ新日鉄ソリューションズ
新日本空調新日本空調
Joe'sJoe'sウェブホスティングウェブホスティング
新菱冷熱工業新菱冷熱工業
住商情報システム住商情報システム

ピットクルーピットクルー
ファーストサーバファーストサーバ
富士通富士通
ブロードバンドタワーブロードバンドタワー
ブレ ンネットブレ ンネット

協和エクシオ協和エクシオ
協和テクノロジィズ協和テクノロジィズ
国際文化公園都市国際文化公園都市
城東電機産業城東電機産業
東洋熱工業東洋熱工業エーティーワークスエーティーワークス

エーピーシー・ジャパンエーピーシー・ジャパン
エヌ・ティ・ティピー・シーコエヌ・ティ・ティピー・シーコ
ミュニケーションズミュニケーションズ
MKIMKIネットワーク・ソリューショネットワーク・ソリューショ

住商情報システム住商情報システム
セコムトラストシステムズセコムトラストシステムズ
ダイキン工業ダイキン工業
TISTIS
TKCTKC

ブレーンネットブレーンネット
丸の内ダイレクトアクセス丸の内ダイレクトアクセス
三菱商事三菱商事
三菱倉庫三菱倉庫
三菱総合研究所三菱総合研究所

東洋熱工業東洋熱工業
間組間組
日立アプライアンス日立アプライアンス
ぷらっとホームぷらっとホーム
フューチャースピリッツフューチャースピリッツMKIMKIネットワ ク ソリュ ショネットワ ク ソリュ ショ

ンズンズ
カカクコムカカクコム
鹿島建設鹿島建設
川崎重工業川崎重工業

TKCTKC
東京電力東京電力
トランスコスモストランスコスモス
日本電気日本電気
日本電子計算機日本電子計算機

三菱総合研究所三菱総合研究所
三菱電機情報ネットワーク三菱電機情報ネットワーク
ヤフーヤフー
山武山武
ユニアデックスユニアデックス

フュ チャ スピリッツフュ チャ スピリッツ
マイクロソフトマイクロソフト
メディアウォーズメディアウォーズ

特別会員（特別会員（44））
白川白川 功功河村電器産業河村電器産業

関西電力関西電力
関電システムソリューション関電システムソリューション
ズズ
ケイ オプティコムケイ オプティコム

日本ビジネスシステムズ日本ビジネスシステムズ
財団法人日本品質保証機構財団法人日本品質保証機構
日本ユニシス日本ユニシス
ネットワンシステムズネットワンシステムズ
野村総合研究所野村総合研究所

デ クデ ク
リンクリンク
ルークス・パートナーズルークス・パートナーズ
ロジックリンクロジックリンク
ワダックスワダックス

白川白川 功功
江崎江崎 浩浩
社団法人情報サービス社団法人情報サービス
産業協会産業協会
有限責任中間法人ブ有限責任中間法人ブ
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ケイ・オプティコムケイ・オプティコム 野村総合研究所野村総合研究所
有限責任中間法人ブ有限責任中間法人ブ
ロードバンド推進協議会ロードバンド推進協議会



組織と活動内容組織と活動内容

政策・技術検討の活動テーマ単位にワークグループで活動。政策・技術検討の活動テーマ単位にワークグループで活動。

理事会

運営委員会 企画 振興 ・活動企画・プロモーション運営委員会

環境政策ＷＧ

企画・振興

・東京都環境確保条例への提言

活動企画 プロモ ション
・他団体とのアライアンス推進

＜政策検討＞ 環境政策 Ｇ

人材マネジメントＷＧ ・必要とされる人材能力の検討

＜技術検討＞ ファシリティ・スタンダードＷＧ ・国内ＤＣ基準の策定

環境基準(ＰＵＥ/ＤＣｉＥ検討)ＷＧ ・ＤＣの環境性能指標の検討

IPv6 ・ＩＰv4枯渇問題に対する対応
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（２００９年１０月現在）

IPv6 ＩＰv4枯渇問題に対する対応



環境政策ワーキンググループの活動環境政策ワーキンググループの活動

東京都への提案状況（概要）東京都への提案状況（概要）

１．トップランナー事業者の認定基準項目１．トップランナー事業者の認定基準項目．トップランナ 事業者の認定基準項目．トップランナ 事業者の認定基準項目

２．基準排出量の変更に関する詳細２．基準排出量の変更に関する詳細２．基準排出量の変更に関する詳細２．基準排出量の変更に関する詳細

３ 研究会発足の提案３ 研究会発足の提案３．研究会発足の提案３．研究会発足の提案
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東京都への提案状況①東京都への提案状況①

トップランナー事業者の認定基準採用項目トップランナー事業者の認定基準採用項目
ギ 自 デ1.再生可能エネルギー源による自家発電設備を併設したデータセンター →採用

2.最先端の高効率空調設備/冷却設備の導入 →採用
3.サーバー室内における冷気/暖気分離設備の採用 →採用
4.サーバー室内の局所冷却装置の導入 →採用

バ 室 熱 境 視5-1.サーバー室内の熱環境の可視化
5-2.サーバ室内の気流制御装置の導入
6.高度な空調制御装置の導入 →採用
7.外気空調装置の導入 →採用

蓄冷 利 採8.蓄冷の利用 →採用
9.外部冷熱の利用
10.ラック内ブランクパネルの導入成図など
11.高効率な電源設備の導入 →採用

高効率な無停電電源設備（ ） 導入 採用12.高効率な無停電電源設備（ＵＰＳ）の導入 →採用
13.高効率な電源供給システム導入 →採用
14.高効率な配線設備の導入
15.モジュール型データセンター構造

高精度な タリ グシ ム 管理シ ム 導入16.高精度なモニタリングシステム・管理システムの導入
17.排熱の再利用
18.緑化システム →採用
19.建物構造の工夫による外部からの熱流入の抑制、外部への熱放出の促進

照明機器の高効率化 及び点滅が自動化されたデ タセ タ 採用
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20.照明機器の高効率化、及び点滅が自動化されたデータセンター →採用
21.省力化・自動化されたデータセンター



東京都への提案状況②東京都への提案状況②

現在、東京都は
「大規模事業所に対する温室効果ガス排出量削減義務と排出量取引制度」（2000/6/29）
のなかで基準排出量の変更について触れている（１３章④）のなかで基準排出量の変更について触れている（１３章④）

出典：大規模事業所に対する温室効果ガス排出量削減義務と排出量取引制度（2000/6/29）

上記の変更条件③「設備の増減」の詳細化について上記の変更条件③「設備の増減」の詳細化について
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上記の変更条件③ 設備の増減」の詳細化について上記の変更条件③ 設備の増減」の詳細化について
データセンター用途の事情を考慮いただいた上で詳細化を提案データセンター用途の事情を考慮いただいた上で詳細化を提案



ＩＤＣフロンティアの環境への取り組みＩＤＣフロンティアの環境への取り組み

国内初の国内初の外気空調外気空調を利用したを利用した
環境対応型データセンターコンプレックス環境対応型データセンターコンプレックス
アジアン・フロンティアアジアン・フロンティア

データセンターを北九州市にデータセンターを北九州市に
モジュール型モジュール型で建設で建設

従来型に比べ約２割強の空調電力削減従来型に比べ約２割強の空調電力削減
と約１割弱のと約１割弱のCO2CO2削減効果を期待削減効果を期待

■■環境賞環境賞（日立環境財団、日刊工業新聞共済）（日立環境財団、日刊工業新聞共済）

■■地球温暖化防止活動環境大臣表彰地球温暖化防止活動環境大臣表彰

■■環境賞環境賞（日 環境財団、日刊 業新聞共済）（日 環境財団、日刊 業新聞共済）

：環境大臣賞：環境大臣賞//優秀賞優秀賞

■■地球温暖化防止活動環境大臣表彰地球温暖化防止活動環境大臣表彰

■■北九州市環境賞北九州市環境賞 奨励賞奨励賞
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５．本日のまとめ５．本日のまとめ

・・ データセンターは、その高効率な設備を用いてデータセンターは、その高効率な設備を用いてデ タセンタ は、その高効率な設備を用いてデ タセンタ は、その高効率な設備を用いて
情報機器を集約・運用することで、温室効果ガス情報機器を集約・運用することで、温室効果ガス
の排出総量の低減に貢献することができます。の排出総量の低減に貢献することができます。

・・ 電力および空調効率の悪い一般オフィスビルから電力および空調効率の悪い一般オフィスビルから
高 率 に 移高 率 に 移高効率のデータセンターにサーバーを移設すること高効率のデータセンターにサーバーを移設すること
自体がＣＯ自体がＣＯ22排出量の削減に結びつきます。排出量の削減に結びつきます。

・・ 日本データセンター協会は、東京都が進める先進的日本データセンター協会は、東京都が進める先進的
な環境政策を推進するため データセンター活用したな環境政策を推進するため データセンター活用したな環境政策を推進するため、データセンター活用したな環境政策を推進するため、データセンター活用した
新たな「新たな「ITIT環境モデル都市」作りを提案していきます。環境モデル都市」作りを提案していきます。
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